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法人税法ーー問題・解答

法
人



  

  

＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 法上(2) 

－ Ａ 1 － 

【第一問】－50点－ 

問１ 内国法人である甲社は、製造業を営む法人であり、当期（平成27年４月１日から平成28年

３月31日までの事業年度）末の資本金の額は３億円で、当期末の株主の状況は次の【資料１】

のとおりである。 

また、甲社が当期に支給した給与のうち、検討を要するものは次の【資料２】のとおりで

あり、それぞれ当期の費用に計上している。 

この場合に甲社が各人に支給した給与について、答案用紙の前提に従い法人税法上の取扱

いを説明するとともに、その根拠とした規定（同族会社及び役員等の意義に関する規定は除

く。）を説明しなさい。なお、取扱いを解答するにあたっては、同族会社の判定及び役員等の

判定もふまえること。 

また、甲社は設立以来、法人税法第34条第１項第２号に規定する届出はしたことがない。 

【資料１】 

氏 名 当期末所有株式数 留 意 点 

Ａ氏 25,000株 甲社の代表取締役社長 

Ｂ氏 6,000株 甲社の常務取締役、Ａ氏の長男 

Ｃ氏 (答案用紙参照) 甲社の取締役人事部長 

Ｄ氏 4,500株 甲社の経理部長、Ｃ氏の妻 

Ｅ氏 500株 甲社の非常勤取締役、Ｃ氏の弟 

Ｆ氏 10,000株 甲社の専務取締役、上記の者と特別な関係はない 

少数株主 (答案用紙参照)  

合計 100,000株  

【資料２】 

氏 名 給与等支給額（うち使用人分） 職務内容からした相当額 

Ｃ氏 13,500,000円（5,400,000円） 12,000,000円 

Ｄ氏 8,400,000円（8,400,000円） 7,500,000円 

Ｅ氏 5,000,000円 6,000,000円 

(注１) Ｃ氏は使用人としての職制上の地位を有し、常時使用人職務に従事している。 

(注２) Ｄ氏は甲社の経営に従事している。 

(注３) 給与等支給額はＥ氏分を除き毎月所定の時期に同額を支給している給与の合計額

であるが、Ｅ氏に対する給与は６月と12月にそれぞれ2,500,000円を支給した給与の

合計額である。 
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＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 法実完答⑥ 

理論ドクター 

内国法人である丁社は平成28年３月１日に内国法人である戊社を被合併法人、丁社を合併法人とする合併を行

うこととなった。 

丁社と戊社の間には従来から資本関係はなく、また、丁社と戊社の事業の内容が相互に関連するなどの共同事

業を行うための合併の要件を満たす合併には該当しない。 

丁社は当該合併において戊社から引継ぎを受けた従業者についての退職給与債務の引受けをしている。 

合併に関する資料は次のとおりである。 

 ① 丁社が戊社の株主に交付する丁社株式の価額の総額 250,000,000円 

 ② 移転を受けた資産の価額の合計額 820,000,000円（戊社における合併前の帳簿価額の合計額は850,000,000

円である。） 

 ③ 移転を受けた負債の額の合計額 460,000,000円（このほかに丁社が引受けをした退職給与債務引受額が

120,000,000円ある。） 

問１  この場合における丁社の合併による税務上の受入仕訳の金額を記入しなさい。なお、記入される金額がな

い場合には「－」を記入すること。 

問２  問１を踏まえ、この合併に係る法人税法第62条の８≪非適格合併等により移転を受ける資産等に係る調整

勘定の損金算入等≫の資産調整勘定及び負債調整勘定の取扱いに関する規定を簡潔に説明しなさい。 

 
解答用紙(問１) 

 

 

 

 

  解 答 

問１ 

(借) 諸資産 820,000,000円 (貸) 諸負債 460,000,000円 

 資産調整勘定 10,000,000円  負債調整勘定 120,000,000円 

 資本金等の額 ──  円  資本金等の額 250,000,000円 
 
問２ 

資産等に係る調整勘定の損金算入等（マスター16ー18） 

 

実力完成答練第６回 

問３ 内国法人であるＧ株式会社（以下、「Ｇ社」という。）及び内国法人であるＨ株式会社（以下、

「Ｈ社」という。）は資本関係のない法人であるが、今般、Ｇ社を被合併法人、Ｈ社を合併法人

とする合併を行うこととした。その内容は下記〔資 料〕のとおりであるが、これに基づいて、

合併時にＨ社が当初計上すべき調整勘定の金額及びＨ社の当期（平成27年４月１日～平成28年

３月31日の事業年度をいう。）の所得の金額の計算上、調整勘定の取崩しにより損金の額又は益

金の額に算入される金額について説明しなさい。 

〔資 料〕 

① 当該合併は適格合併に該当しないものであり、合併があった日は平成28年１月１日である。 

② Ｈ社が合併により移転を受けた資産及び負債の時価純資産価額は4,100万円である。 

③ Ｈ社が合併の対価として交付したものはＨ社株式のみであり、その時の価額は3,500万円である。 

 

(借) (貸) 諸資産          

資産調整勘定       

資本金等の額       

諸負債          

負債調整勘定        

資本金等の額        
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＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 法実完答③ 

 問２ 内国法人である丙株式会社（以下「丙社」という。）は、当期（自平成27年４月1日 至平 

成28年３月31日）の６月の株主総会において従業員に対して以下の条件の新株予約権を付与 

することを決議し、７月１日に付与した。 

① 新株予約権の数：3,000個 

② 新株予約権の行使により与えられる株式の数：合計3,000株 

③ 新株予約権の行使時の払込金額：１株当たり75,000円 

④ 権利確定のためには、平成27年７月１日から平成29年６月末日まで在籍することが必要 

である。 

⑤ 権利付与日における公正な評価単位は、１個当たり8,000円である。 

以上の事実関係を前提に、下記の問いに答えなさい。 

(1) 丙社は平成28年３月末において下記の会計処理を行っているが、株式報酬費用が当期の所得 

金額の計算上、損金の額に算入されるか否か説明しなさい。 

（借方）株式報酬費用 9,000,000円 （貸方）新株予約権 9,000,000円 

(2) 本問の新株予約権が租税特別措置法第29条の２に規定するいわゆる税制適格ストックオプ 

ションに該当する場合、従業員は権利行使時点において所得税を課税されないこととなるが、 

この場合、権利行使時点の丙社の所得金額の計算上、損金算入される金額があるか否か説明し 

なさい。 
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＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 

－Ｄ1－ 

【資料１】 

甲社の有する有価証券は次のとおりである。調整を要する場合には申告調整によるものとする。 

１．前期末及び当期末の有価証券(売買目的有価証券は有していない。)の内訳は次のとおりである。 

銘 柄 前 期 末 残 高 当期末残高 備 考 

Ａ社株式 5,000,000円 2,500,000円 数年前からその発行済株式の50％を有していた

が、その半数を平成27年６月に甲社と資本関係の

ない他の株主に譲渡している。 

Ｂ社株式 ――― 4,000,000円  平成27年５月に取引所を通じて購入したもので、

持株割合は１％未満である。 

Ｃ社株式 10,000,000円 10,000,000円 平成27年２月10日に全額出資して設立したもの

で、継続して保有している。 

Ｄ社株式    7,300,000円 

(このほか、過年

度評価損否認額

が 3,000,000 円

ある｡) 

――― 数年前からその発行済株式の20％を有していた

が、その全部を平成27年６月にＣ社に7,300,000円

で譲渡した(譲渡時の時価は14,500,000円であり、

Ｃ社において売買目的有価証券に該当しない)。Ｃ

社はこの半数を平成28年２月に他の者に譲渡して

いる。 

Ｅ証券投資信託 2,000,000円 2,000,000円 数年前から有しており、主として内国法人株式

に投資するものである。 

２．当期の受取配当等及び源泉税(復興特別所得税を含む。）の内訳は次のとおりである。 

銘 柄 受取配当等 源 泉 税 備 考 

Ａ社株式 400,000円  81,680円 年１回３月末決算法人であり、平成27年５月に期

末配当金を収受している。 

Ｂ社株式 100,000円 15,315円  年１回８月末決算法人であり、平成27年11月に期

末配当金を収受している。 

Ｃ社株式 50,000円 10,210円 年１回12月末決算法人であり、平成28年３月に期

末配当金を収受している。 

Ｅ証券投資信託 80,000円 12,252円 当期中に受け取った収益分配金の合計額である。 

当期の支払利息の額は1,100,000円であり､貸借対照表の総資産の帳簿価額は前期末1,220,000,000

円、当期末1,310,000,000円である（他の資料の調整は考慮不要である）。 
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